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「わ が国が行 う情 報技術研 究開発の あ り方に関す る調 査研 究」は、平成8年 度 よ り本

格的 に開始 し、平成11年 度 までは 「わが国の研 究開発の仕組みや 法 ・制度 のあ り方」

の調査研究 を主 に行 って きた。この調査研 究は、わが国が これ まで行 ってきた情 報技術

開発投資や情報産業 の育成振 興投資が十分な効果をあげてお らず 、さらに、わが国の情

報技術 開発力や情報 産業の国際競争力が、米欧 はお ろか アジアの情報 先進 国 と比べて も

低下傾 向にあるのでは ないか とい う危惧 が動機 となって開始 され た。

そ の後 、この危惧 は現実の もの とな り、わが 国ではネ ッ トワークイ ンフラの整備やパ

ソコンの普及 が遅れ 、イ ンターネ ッ トの利用者数な ども世界 の情報 先進 国に比べ伸び悩

み、情報技術の研 究 開発(ITR&D)の 面 で も遅れ を とっている ことが、政府 を含 めて広

く認識 され る ところ となった。その結果、歴代 内閣はそれぞれ現状 打開を 目指す施 策 を

掲 げた。森 内閣にお いてはIT戦 略会議が設 け られ、5年 以内 にわが国を世界 の情報先

進 国の レベル押 し上 げ るこ とを 目指 し、高速ネ ッ トワー クの整備や 電子政府 の実現な ど

の 目標 が定め られ た。

本調査研 究は これ まで、わが国 の情報技術開発の投資効率 を悪 く してい る研 究開発の

仕組みや 法 ・制度 上の 問題点 を明 らか とす るこ とを 目的 として、主に米国の連邦政府の

実施す る情報 技術 開発やその成果の商 品化 と市場創 成の仕組みや 法 ・制度 を綿密 に調査

してきた。そ の調査 結果 とわが国の仕組みや法 ・制度 を比較 し、問題点 の明確化 とその

発 生要 因の分析 、 さらに改善策 の提 言 を行 って きた。

この調 査報 告は、わ が国の情報革命 を実施 しよ うとす る経 済産業省 をは じめ とす る省

庁や 大学、研 究機 関 、IT関 連企業 な どの関係者 に広 く利 用 され 、わが国の国の資金 に

よるR&Dの 仕組みや法 ・制度 上の問題 点を多 くの人 に認識 して も ら うための解説書 と

して貢献す るこ とが できた。

今年 度の調査研 究 は、わが国の国のITR&Dの 現状 の仕組 みや法 ・制度 の問題点 か ら

一歩進 めて
、21世 紀 にお けるITR&Dが 、現状か らどの よ うに発展 し、それ に向けてわ

が国は どの よ うな仕組 みや法 ・制度 を準備すべ きか を調査す るこ ととした。

21世 紀におけ るIT関 連産 業は、技術 貿易中心の時代 になる と多 くの専門家 が予測 し

てお り、すで にそ の方 向へ向けての国際的競争が始まってい る と言 われ てい る。そ こで

は、産業 の生産物 は、 「物 」か ら 「知識」へ と移行す る と予測 されて いる。す なわち、

特許 、著作権、 ノ ウハ ウな ど、知的所 有権(IPR)で 権利化 され るものが付加価値 の高

い商品 となる。米 国は、 よ く知 られ てい るよ うに、1980年 代 よ りプ ロパ テ ン ト政 策 を

推進 し、ITや バイ オテ クノロジー の分野 にお けるIPR確 保 を先行 して行 ってお り、わ

が国や 欧州諸 国は これ を追 う立場 にある。

今年 度 の調査研究 では、21世 紀の新知識創 生、技術貿易 時代 を迎 えて、わが国の資



金 に よる研 究開発 の仕組み は ど うあ るべ きか の観点か ら、米国の政府 支援研 究開発にお

け る知的財 産権 の取 り扱 い、制度 ・仕組 みについて調査研究 を行 った。その調査結果に

よれ ば、IPRの よ うな無形 の成 果につい ても、米国は、ライセ ンス供与や特許 を用いた

商品を開発 し市場 に出す ことで利益 をあげる ことが重要 と考 えてお り、このた めに国の

資金 で研 究開発 され たIPRを 積極 的 に民 間企業へ移転 し、商 品化 を支援す る仕組みや制

度 を整備 して きた。また、先行す る分 野におけ る特許 な どIPRの 確保 を容易 にす るた め

特許 の範 囲 を拡大す るな どのゲームのルール を、自国が有利 になるよ うに変 えて しま う

こ とさえ躊 躇 しない。

国の資金は も とは税金であ り、研 究開発 の支援 はその資金 の投 資であるか ら、その投

資の生み出す利益 を最大にす るた めには、どの よ うな仕組みや 法 ・制度 を持 つべきかを

常 に考 え、テ クノロジー の進歩 に適合 す るよ うそれ らを常に変 えて行 くことをお こた ら

ない。企業 の競争力 を高 め、世界市場 において大きな市場 を獲得す るこ とが、税収 を増

し、雇用 を創 出 し、国 と国民(納 税 者)へ の リターンを最大 にす る とい う国民的 コンセ

ンサスが確 立 してい る とい える。

この よ うな コンセ ンサスの も とに 、以 下の よ うな政策 を実施 し、国のR&D支 援やその

成 果であ るIPRを 管理す る仕組みや 法 ・制度 を整備 してい る。

1)新 技術の創出に向けた中長期研究開発への財政支援と推進体制を強化

2)創 出された技術を積極的に保護 し商品化する次のような政策をとっている。

① 民間主体による知的財産権の取得と保有を促すバイ ・ドール法を始めとする一

連の法整備

② ソフトウェア ・アルゴリズム特許、ビジネスモデル特許、遺伝子関連特許など

新規分野での積極的な特許権保護範囲の拡大

③ 特許侵害に対する賠償責任を強化する司法認定を実施

3)知 的財産権の商業化メカニズムとして、政府支援研究開発の成果は、民間への技術

移転を促進し商業化を図ることを義務付けて、その仕組みを整備

上記3)の 具体的施策 としては、技術 を民間ヘ ライセ ンシングす るの を支援 す るTLO

(TechnologyLicensingOffices)や 、ベ ンチ ャキ ャピタル と連携 しなが らのイ ンキュ

ベ ー シ ョンや 、特許 の シーズ とニー ズのマ ッチ ングを目指す民 間知 的財産権仲介移転サ

ー ビス業者 の活 動が定着 しつつ あ る
。

21紀 にお いて、わが国の企業 は米 国企業 をは じめ とす る世界 の企業 と地球規模 の競

争(グ ローバル コンペテ ィシ ョン)を 繰 り広 げなけれ ばな らない。 この とき、上記 の よ

うな国の支援 を受 け、企業 自身 に課せ られた制約 もわが国に比べは るかに少 ない米国企

業 といか に して戦 えばよいので あろ うか。また、国は どのよ うな仕組みや法 ・制度 を持



てば よいの であろ うか。それ でな くとも、わが国では従来か ら ソフ トウェアの よ うな無

形の ものの価値 を適切 に評価 し、商品化 してその産業 を発展 させ るこ とを不得手 として

きた。 わが国において、IPRを いか に商品 と して流通 させ、その産 業 を発展 させ るかに

ついては、 ソフ トウェア よ りさ らに難 しい問題 があ りそ うであ る。

米国 におい ては、国(連 邦政府)は 技術 貿易 の時代の 中核 とな る新産業育成 と市場創

成 に関 して、明 らか に大 きな役割 を果 た してお り、有形、無形 のイ ンフラを世界 に先駈

けて整備 している。研 究開発 の仕組 みや法 ・制度 もその よ うなイ ンフラの重要 な部分 で

あ ろ う。 その よ うなインフラの故 に多 くの 日本企業が米国に研 究所や 工場 を立地す る。

21世 紀 の技術貿易 中心 の時代 に向けて、わが国の国の資金 に よる研 究 開発 の仕組み

や 法 ・制度 を どのよ うに改革すべ きか とい う問題 は、米国 など先行す る諸 国を参考に し

て、今後 、国を挙 げて研 究 し議論 すべ きものであろ う。本調査研 究 は、その第一歩 とし

て国の資金 によって生み 出 され たIPRの 扱 いに注 目して、わが国の関係者 の認識 を ヒヤ

リングによ り調査す る とともに、米国の国の資金 による研 究開発 にお いてIPRの 扱 いが

どの よ うに なってお り、その民間への移転や 商品化が どの よ うに行われ ているかを調査

した。

わが国の国のR&Dプ ロジェク トの実施 に関す る仕組 みや法 ・制度 、さらには、そ の成

果 を商品化 し市場 を創成す る仕組み は、米 国な どと比べ るといまだ に制約 が多いのが現

状 であ り、技術貿易 の時代 に向けての対応 はまだ これか らとい うのが調査結果 をま とめ

た印象で ある。 しか し、避 けては通れぬ道で もある。 この調 査結果 が、わが国の政府、

企 業、大学 、研究機 関な どの関係 各位 が21世 紀 のR&Dの 仕組 みや法 ・制度 を検討す る

上で少 しで もお役 に立てば幸いであ る。
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1.こ れ までの調査経緯

1.1従 来の仕組 み、法 ・制度の問題点の調査

本調 査研 究は 、平成8年 度 か ら本格的 に着手 され、わが国の国の資金 に よって行 う情

報 技術 開発 の仕組み、法 ・制度 にっいて調査研究 を行い、問題 点の指摘 と改革提言 を行

って きた。 調査 にあたっては、情報技術 開発 において世 界の先頭 を行 く米国の仕組 み、

法 ・制度 について調査 し、 日米 比較 の観 点か ら、わが国の研 究開発 の効 率改善 の阻害要

因 を示す と ともに改革案 を提言す るこ ととした。また、欧州や アジア諸 国の情報化政策

や ビジ ョン、技術開発 プ ロジェク トな どを調査 し、情報先 進国の中でのわが国の位置 を

示 して きた。

平成8年 度か ら11年 度 までは、従来 のわが 国の情報 技術研 究開発 の仕組み 、法 ・制

度の問題 点 を指摘 し、対応す る部分 が米 国にお いて どの よ うに解決 され ているか を比較

して示 した。仕組み 、法 ・制度の相違は、研 究環境 の格 差 として現れ 、 日本 の研究者 は

一般 に研 究実施上
、よ り多 くの制約 を課せ られ、本来の研 究には不必 要な事務処理負担

が特に多い こ とが明 らか となった。

この相違 をマ ク ロに見る と、次の よ うに言え る。

米国の仕組み 、法 ・制度 は、アイ デア レベルの基礎研 究段 階か ら、競争 による淘汰 を

繰 り返 し、実用化研究 の段 階に至るまで支援 し、 さらに、その後 、商品化 し、新企業や

新市場 を創 生す る商 品化(企 業化)段 階 まで支援 を継続す る。この よ うな基礎研究か ら、

商品化 まで をシーム レスに支援す る制度が整 ってお り、 「税金 に よって行 った研究 の成

果 は商品化 し市場 に出 して始 めて納税者へ の利益還元 とな る」とい う国民的合意 を満 た

す もの とな っている。また 、研 究投資の効果を上 げるために、ファンデ ィングす る省庁

側 にプ ログラムマネー ジャ(PM)と 呼ばれ る研 究の専 門家 を配置 し、人 、物 、金 に関す

る大幅 な裁量権 と評価 責任 を与 えてい る。PMと ファン ドの受 け側 のプ ロジェク トリー

ダ は一心 同体 となって、プ ロとプ ロの交渉 を行 いつつくよ り市場価値の高い成果 を 目指

す仕組み となっている。このため当初の研 究 目標 にこだわ らず競争相手や市場動 向に応

じて柔軟 に研 究 目標や 開発 計画、予算の変更が行われ る。.

プ ロパテ ン ト政策開始以来、研 究成果 は特許や著作権 として権利化 され る とともに、

商 品化 が奨励 され 、国の資金 で行 われ た研 究成果は、積極的 に大学、国研 、企業に移 転

さ れ る。特 に、大学や 国研 に蓄積 された特許 な どのIPRを 企業へ技術移転 し商品化す る

こ とは米 国 といえ どもスムー スに進 まない ことが多 く、動機付 けのた めの仕組み、制度

が作 られ てきた。

この よ うに米 国の仕組 み、法 ・制度 は、PMを は じめ とす る研 究者 を現場 に配置 し、

研究者 同士 を競争 させ 、その結果に基づ く評価 を行 っている。そ して最終評価 は市場 に

お いて決す るとい う考 え方 を基本 と している。 このために も情報公 開は徹底 してお り、

公募テーマ の採択経過 な どは応募 した人か ら要求が あった場合 は公開せね ばな らず 、採

1



択の責任者は裁 判 となる場合 も覚悟 の上 で決 定 を下す との こ とである。

米国 の仕組 み、法 ・制度 の最 も感心 させ られ るところは、法や規則 は急速 な技術進歩

につ いて行 けず時代遅れ とな り、研 究開発実施上 の阻害要 因 となる可能性 を もっ ことを

認 め、 関連す る法や規則 を逸脱す る ことを認 め る条文 を用意 しているこ とであ る。

以上 のよ うに、米国の仕組 み、法 ・制度 は、わが国 の もの と比べ、フ ロン トラ ンナー

として長い こ と走 り続 けてきて学 んだ ノウハ ウが凝集 している といえよ う。

一方
、わが国の仕組み 、法 ・制度 は、一言でい えば、 ビルや橋、道 路な どを開発 対象

とす る、いわ ゆる縞物作 りを想定 した もの とい え、海外 で開発 され た技術 を導入す る、

い わゆるキャ ッチア ップの時代 にで きあがった ものが 、そ のまま生 き残 ってい る。

行政側 に研 究の専門家 は不在 であ るこ とか ら、研 究 目標や予 算費 目の変更は 、PMへ

電子 メール を送 って許可 を求 めれ ば よい米国 と異 な り、大部 の説 明資料 を必要 とす る。

会計検査 も箱物作 りに準 じて、当初 の研究 目標や計画 の遵 守が求め られ 、 ドッグイヤー

で変貌す る ソフ トウェアや イ ンターネ ッ ト上 の コンテ ンツの研 究開発 には まった く不

都合 な規則 も多 い。近年、 ファンデ ィング側 にPMの よ うな研 究者 を配 置す る例 も出て

きたが、パー トタイムであ り、フル タイムでひ とっの プ ロジェク トの最初 か ら最後 まで

を見守 り責任 を持 って評価 まで を行 う制度が欲 しい ところであ る。

PMの よ うな専門家 の不在 は、今 後、無形 の特許 な どIPRが 研 究開発成果 として、 よ

り大 きな地位 を 占めて くると、 さ らに大 きな問題 とな ると考 えられ る。

そのほか、現 実の技術 の進歩や 市場 の変化 に適合す るこ とを優 先 し、それ に合 うよ う

に規則 の方 を変 えて行 こ うとの精神 が徹底 してい る米国 と比べ、わが国は一旦規則や法

律 を決め ると滅多 な ことでは変更 しない傾 向が強い。実際 、現在 の仕組み 、法 ・制度 も、一

十分に時代遅れ の もの となってお り、これがわが国の情報技術 な ど先端技術開発 の効率

を低下 させ てい る主要 な原因の一つ であ ることは論 を待た ない。

研 究開発 予算の使 い方 の基本ル ールで ある会計制度 につ いて見て も大 きな違 いがあ

る。米国がプ ロジェク ト期間 を通 しての複数年 の通年度会計 であるこ とな ども挙 げ られ

るが、最 も大 きな違 いは、国 のプ ロジェク ト予算 を使 う場合の会計規則 と して、受託企

業や大学は、その組 織 の会計規則 をそのまま適 用す るこ とができる ことであ る。

また、人件費に含まれ る間接費分 を国 に請求す る ことができる(国 の予算 に賦課 で き

る)。 これに対 して、わが国の会計制度 は、国特 有の会計規則 を用 いてい る ことか ら、

人件費 については、研 究開発 に従事す る担 当者 に直接支払 われ る給与 な ど直接 費分(裸

の人件費)し か国に請 求できない。 このため、企業会 計で算定す る人件費 のほぼ3分 の

1程 度 しか国に請 求で きない こととな り、人件費が8-9割 を占める ソフ トウェアや コ

ンテンツの研究開発 な どでは、国 の研究 開発 を受託す ると受託者 の持 ち出 しが きわ めて

大き くなる。これが 中小の ソフ トウェアハ ウスをは じめ とす るわが国企業が国のプ ロジ

ェ ク トに参加す る上 での阻害要 因 とな ってい る。

このほかにも、米 国の仕組み、法 ・制度 と比べ、合理性 を欠 くい くつかの大 きな問題
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があ り、これ らがわが国の情報技術開発 の効率を低 下 させ ている。わが国の企業 、大学 、

研 究機 関は米国等 に比べ 、かな り条件 の悪 い研究環境 で戦 っている と言 えよ う。

これ らの問題 にっいては、平成11年 度の調 査研 究の報告書 「わが国が行 う情 報技術

研 究開発 のあ り方 に関す る調 査研 究(そ の4)」 の第1編 第1章 に、 日米比較の観点

か ら整理 して示 した。 これ らは、国の資金 によ り研 究開発 を行 う企 業のみな らず 、大学

や 国研 な ど、ほ とん どの関係機 関、組織 に及ぶ。また 、このよ うな問題 の解決 は、個 々

の省庁 単独 では実行 不可能な ものがほ とん どで、省庁 の上に立つ強力 な権 限を付 与 され

た組織 に よって始 めて可能 とな るよ うな ものが多い。また、それ故 に、このよ うな問題

が改革 され ず今 日まで生 き残 ってきた といえよ う。

省庁 間にまたが る問題 を処理す る組織 として、米 国では、OMB(行 政管理予算 局)や

OSTP(科 学 技術政策局)、NSTC(国 家科 学技術 会議)な どがあ り、省 庁間 にまたが る研

究開発計画 をま とめ指揮 系統を1本 化 した り、類似 プ ロジェク トの統合 な どを強 力に推

進 している。また、研 究者 にかか る事務的オーバヘ ッ ドを最 小化す るための仕組 み、法 ・

制度 の改革 な どを進 め、さらに時代や技術の進歩 に仕組み、法 ・制 度 が遅れ を とらない

よ う監視 してい る。

わが国において も、総合科学技術会議 、IT戦 略会議 な ど、省庁 の上に立つ組織 が作

られ る よ うになった。この よ うな組織 が発展 して常設 の組織 とな り、これ までたびたび

指摘 され た省 庁間の縦割 りの弊害を除去 し、上記 のよ うな問題 を1日 も早 く解決 し、情

報革命 の遂行 の土台 とな る効率の よい、研 究者 の能力や創造性 をフル に発揮 させ る仕組

み、法 ・制 度 を作 り上 げて欲 しいもので ある。

1.221世 紀に向 けた仕組み 、法 ・制度の調査研究 を行 う動機

平成12年 度 か らは、視点 を過去か ら未来に向け、21世 紀にお ける研 究開発 の仕 組み 、

法 ・制度 のあ り方 を考 え、それ に向けて何 をなすべ きかを調査研 究 のテーマ と した。

ここでは、 この よ うな方針 を立てた動機 につ いて述べ る。

20世 紀後 半、わが国の情報技術 の研 究開発 力や企 業競争力は、国や企業 、大学な ど

の関係者 の努力に も拘わ らず、大 きく低 下 し、世界におけ る地位 も欧 米先進 国は も とよ

り、一部のア ジア諸国 にもネ ッ トワー クイ ンフラ整備や イ ンターネ ッ トの利用 技術な ど

で追い越 されて しまった と言 われ ている。

この よ うな背景 もあ り、森内閣の時代にはIT戦 略会議が設 け られ 、日本 のIT戦 略 が

策定 され た。 このIT戦 略 では、総合 的 目標 と して、「我 が国が5年 以 内に世界最先端 の

IT国 家 となる ことを 目指す」 としてい る。 重点政策分野 としては、ネ ッ トワー クイ ン

フラ整備 、電子商取引の促進、電子政府 の実現 、人材 育成 な どを取 り上 げてお り、個 々

の分野 の中で達成すべ き さらに細 かな 目標 が列挙 され ている。

この よ うな分野において具体的なシステムを組み 上げるた めには 、多 くの新 技術の研

究開発 が不 可欠であ り、同時 にその研 究開発成果 を企 業が商品化 し普及 させ るこ とも必
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要で ある。さ らに、それ らを用いた個 々の応用 システ ムを組み上 げ る人材 も同時に育成

しなければ な らない。

IT戦 略 の中では、 この よ うな個 々の技術 目標 を達成す るた めの コンポーネ ン トとな

る技術 を如何 に して研究 開発す るか とい う点にっいて は、ほ とん ど書かれてい ない。

す なわち、この よ うな技術の研 究開発 に必要 な仕組み 、法 ・制度 についての議 論 は、今

後 の課題 として残 されてい る とい える。本調査研 究のテーマ は、この部分に あた ってお

り、IT戦 略の具体的展 開のた めの方 策を提言 してい る と考 え られ よ う。

一般 に
、何 をすべ きか とい う目標 を挙げる よ りも、ど うや ってその 目標 を達成す るか

とい う手段 、す なわち、仕組 み、法 ・制度 な どを述べ る方がず っ と難 しい。IT戦 略 が

示す技術 目標 を達成す るた めに必要 な技術 は、ひ と昔前 にわが国が得意 としていた 「箱

物作 り」 の技術 ではない。 それは、21世 紀の技術開発 の 目標 ともな る新 しい 「知識 」

であ り、 これが さ らに問題 を難 しくして いる。

IT戦 略 の開発 目標 となっている システムの外観 は、 コン ピュー タやネ ソ トワー ク、

それ らを制御 す るソフ トウェアを組 み合わせ た システム とな るで あろ う。しか し、その

中には、い ろい ろな ビジネ スモデルや アル ゴ リズム、ソフ トウェアの構 築手法 、新たに

電子化 した コンテ ンツ、ソフ トウェア とハー ドウェアを効率 よ く組み合 わせ るノ ウハ ウ

な ど、新 しい 「知識」がっ まって いなけれ ばな らない。

この よ うな無形の 「知識 」は、知的所有権(IPR)に よって権 利化 され、21世 紀 にお

ける最 も付加 価値の高い商品 とな ると言われ るもので ある。研 究開発の仕組み 、法 ・制

度 も、このよ うな抽象性の高いIPRを 効率 よ く産み 出す ものへ と進化 させ ねばな らない。

IT戦 略は暗黙の うちに、わが国の研 究開発 の仕組 み、法 ・制度 を21世 紀型 に変革す る

こ とを要求 している といえよ う。

21世 紀型の研 究開発の仕組み、法 ・制度 とは、 どの よ うな ものであろ うか?

研究 開発の成果が 、特許や著作権 、ノウハ ウな どのIPRが 中心 とな り、これ が技術貿

易 にお ける商 品 となる と考 える。す ると、まず、どの よ うな研 究開発 プロジェク トにフ

ァ ンデ ィングす るかを決 定 した り、その進捗や成果 を評価 す る場合 、PMは よ り深 い専

門的知識 を要 求 され る。

わが国では、依然 として、現行 の仕組み 、法 ・制度 は ソフ トウェアの研 究開発 に さえ

適合 した もの となっていな い。会計検査 にお いて も、とか く成果物 の量的側 面 を重視 し

た評価 を しがちであ る。 しか し、ゾフ トウェアの場合 、優 秀 なエ ンジニアの書 くソフ ト

ウェアは、ステ ップ数が短 く、実行速度 は速 く、開発期 間は短い。技術 の質 を評価せず、

ステ ップ数や 開発期 間な どを見 て評価す る と、優秀 なエ ンジニアほ ど低 い評価 を受 けか

ねない。 これ が、特許 な ど、ソフ トウェアに比べ さらに抽象性 が増 した場 合は どうな る

で あろ うか。PMは5年 先 、10年 先の技術の行 く末や市場動 向の予測 さえ も混 じえて評

価 す るこ とが求 め られ るであ ろ う。

現実の ビジネ スにおいて も、わが 国の情報産業 は国際的 な競争 の 中で苦 しい状況 にお
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かれてい る。コンピュー タや電子部 品な どのハー ドウェアの製造は 、ライセ ンスの有無

が ビジネス として成 立す るか否か を決 める大 きな要因 となってい る。た とえば、パ ソコ

ンの製 造は ほ とん ど利 益が出 ない と言 われている。これ に対 して、マイ クロ ソフ ト社 は、

そのOSな どの ライセ ンス料が労せず して入 って くるとい うことにな る。

米国 は、80年 代 よ り、プ ロパテ ン ト政策 を とり、IPRの 先行取得 に、2つ の面か ら取

り組んだ。ひ とっは、中長期 の研究テ ーマへの重点投資 であ り、も うひ とつは、特許の

範囲の拡大や、IPR保 護 を強化 した仕組み、法 ・制度 の実施 である。 わが国は米国の プ

ロパテ ン ト政策やそのた めの仕組み 、法 ・制度の改革 に対 して、実質的 な対抗策 を打 た

なか った。 しか し、時代 は、米国が描いた シナ リオ、す なわ ち、プ ロパ テ ン ト政策の延

長線上 に沿 って進行 してい るよ うで ある。

本年度 の調査研究 は、 この よ うな背景か ら、21世 紀の技術 貿易の時代 に向けて、 わ

が国の研 究開発 の仕組み 、法 ・制度はいかに改革 され るべ きか を検討 す ることと した。

当然、この検討は、昨年度 まで行 った現状の仕組み 、法 ・制度の改革 を如何 に進 めるべ

きか とい う議論 に上 に、 さらな る改革の議論 を重ね ることにな る。

21世 紀 にわが国の情 報関連産業 が国際競争力を回復 す るために、国全体 として研 究

開発の効率向上に向 けた土台の再構築 を行 うべ く、時代 を先取 りした議論 を展開す るこ

とを試 み よ うとす るわけである。

2.技 術貿易の時代 に向けた米 国の戦略

21世 紀 の情報関連 産業 の姿 にっい ては、 「技術貿易 中心の時代」 と言われ るほか、従

来 の 「物 の製造」 か ら 「知識 の創 造」へ とその役割 を移 して行 くとか、 「イ ンダス トリ

アル時代 か らイ ンテ リジ ェン ト時代へ」の変革が起 こるな どと表現 されてい る。

実態 は、特許 、著作権 、 ノウハ ウな ど、知的所有権(IPR)で 権利化 され る知識 が付

加価値 の高 い商 品 となる とい うことである。IPRを 確保 で きない製造業 はコア ・コン ビ

一 夕ンスを得 られ ない
、さらに別 の言 い方 をすれ ば、ライ センスを買わない と物 が作れ

な い とい うことである。

米 国は80年 代 よ り、国家 戦略 と してプ ロパテ ン ト政策 を と り、情報技術やバイオテ

クノ ロジー な どの戦略分野 におけ る中長期 の研究開発 への重点投資 を行 うとともに、特

許 に代表 され る知的所有権 の先行取得 と蓄積 を進 めてきた。現在 、イ ンターネ ッ トに代

表 され る情報技術やバ イオテ クノ ロジー な どの分野におけ るIPRの 積 極的な商品化 と

産業育成 を進 め、国家 の利 益 と産業 の競争優位の確保 に成 功 してい る。

米 国のIPRの 先行取得戦略 は、以下の図に示す よ うに2つ の政策 を柱 に実施 された。

A)技 術 の創 出に向けた 中長期研究開発への財政支援 と推進 体制

B)創 出 され た技術 を積極 的 に保護す るプ ロパテ ン ト政策
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A技 術の創出へ向1旋 中長期研究

開発への財政支援と推進体制

・中長期的研究開発支援の基本方針

・重点分野:ITR&D 、バイオ、ナノテク等

・財政支援の種類と規模

・「省庁横断型」R&Dの重視とその研究開

発推進体制

る

↓

B創 出された技術を積極 的に保護

するプロパテント政策

・歴史的経緯と法制群

・新たねン《テントヲ字 ゴリ一一《7翻 寺

許化

=ビジネスメソンド(モデル)特許

=ソ フトウエア(アルゴリズム)特 許

=バ イオメディカル特許

国家・産業競争力の増強

中長期 の研究開発 については、1991年 か ら5年 計画 として実施 されたHPCC計 画 があ

り、 これ はその後、CICC計 画 と名前 を変 えて継 続 し、2000年 か らは、電子 図書館計画

(DL2)、 次世代イ ンターネ ッ ト計画(NGI)な どを統合 したITR&D計 画 とな り、2004

年 までに$4.8B(5,040億 円)の 支 出が承認 され て いる。

プ ロパテ ン ト政策 の強化 に関 しては、特許 のカバ ー範 囲 を拡大 し、従来は特許 と して

認 め られていなか ったカテ ゴ リー を特許 に加 えるな ど、特許 の定義の解釈 を 自国に とっ

て有利 は方 向へ変 える とい う強引 とも思われ る法 ・制度 の変更 も行 ってい る。

ビジネ スモデル特許 は従 来知 られ てい る手法 もイ ン ターネ ッ ト上 で実現 す る ことで

特許 として認 めるケースが多 々生 じ、アル ゴ リズム特許 は 、ソフ トウェア を著作権 で保

護す る場合に比べ 、特許の権利の及 ぶ範囲 を大幅 に拡大す る。生物特許では、DNAや 蛋

白質の配列を少 しで も有用性 が示 せれば特許 とす るな ど、ほ とん ど自然物 をその まま特

許 と認 め、や は り従 来の特許 の考 え方 を拡大 してい る。このよ うな解釈 の拡大 について

は米国内で も賛否両論 があ り議論 されてい るが、結局 は 自国有利 な方 向へ進ん でいる と

言 えよ う。

この ほ か、 国 の支 援 す るプ ロ ジ ェ ク トの成 果 を大 学 や 企 業 に帰 属 させ る と した

Bayh-Dole法 の実施 な ど、大学 な どの研究者のIPR取 得 のイ ンセ ンテ ィブを高める法 ・

制度 を打 ち出 してい る。

以下に、米国の特許の年別発行件数 のグラフ と、ビジネス特許の年別発行件数 の グラ

フを示す。1980年 頃か ら特許 の発行件数が急速 に増加 している ことがわかる。 ビジネ

ス特許 は、イ ンターネ ッ ト上 の ビジネス システ ムの普及 に伴 い急増 してい る。
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下に主要国の技術貿易額の推移 を示す。技術輸出に関 して、米国が圧 倒的な輸 出超過

となってお り、特許以外の種々の ライセ ンス収入 も含 めた総収入は、1998年 には1,000

億 ドル に到達 してい た と言 われ ている。
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以上 、技術 貿易の時 代に向 けた米 国の政 策につ いて述 べた。 この よ うに見 る と、21

世紀が技術貿易中心の時代にな るのは、米 国のプ ロパ テ ン ト政策の シナ リオの仕 上げの

よ うに も見 える。

プロパテ ン ト政策の最初の成 果は情報技術 の分野 で達成 された。イ ンターネ ッ トの普

及 は、新 しい産業 を産み 出 し、企業 と顧 客 との直接 的交流を可能 とし仲介者 を不要 とす

る中抜 き現象 な ど、既 存の産業構造 を も変革 し、そ の効率 を向上 させ競争力 を強化 した。

また、その変革は、政府や行政機 関のサー ビスな どにも及び、情報 革命 とよばれ る地球

規模 の大改革 に発展 した。 米国発 の技術 は世界 を制 覇 し、米 国経 済 を立 ち直 らせ た。

次の成果 は、人ゲ ノム計画であ ろ う。 この計画は、・DNAの構造 が2重 螺旋 である こと

を発 見 しノーベル賞 を受賞 した ワ トソン等が提 案 した科学的計画 と思 われ た。 しか し、

DNAの 読み取 りの高速化やそのデー タベー ス化 、さらに スーパー コン ピュー タを用いた
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解析技術 の急速 な進歩 に よ り、新薬や新 しい病気 の診断方法 な どの具 体的成果が予想 よ

り早 く得 られ 、新 しい ビジネ ス分野 を作 り出 して しまった。

この よ うな米国 の国益に直結 した成果 は、中長期テーマへ の研究 開発投資 の増額や仕

組み、法 ・制度 の さ らなる改革 な ど、技術 貿易 の時代 に向けた政策 を よ り強化す る結果

となって いる。ク リン トン政権 か らブ ッシュ政権 に交代 したが、ク リン トン政権 の 目玉

であった情報技術へ の投資 は減額 され るか も しれないが、バイオテ ク ノロジーやナ ノテ

クノロジー な ど、先端 技術 分野への投 資はIPRの 先行取得 を狙 う意味合 いか らも継続 さ

れ るもの と思 われ る。

3.技 術貿易の時代 に向けたわが国の研究開発の仕組み、法 ・制度のあり方

技術 貿易の時代にお いては、ビジネスモデルや アル ゴ リズムな ど無形の知識 がイ ンタ

ーネ ッ ト上の ビジネ ス を展開す る上で価値 ある ソフ トウェアや ビジネ ス手法 となる
。こ

の よ うな知識 はIPRと して権i利化 され、技術貿易におけ る売買の対 象 とな る。1.2で 述

べた よ うにす でに米 国の技術貿易に よる収入 は、1998年 度 にお いて、すでに1,000億

ドルに達 していた と言 われ 、世界 の主要 国中で群 を抜 いたもの となってい る。

この よ うなIPRや ライセ ンスな どは、どのよ うに して産 まれ、管理 され、商品化 され

るのであ ろ うか。

PITACレ ポー トな どによる と、米 国政府 は、情報革命 を引き起 こす 元 となったイ ンタ

ーネ ッ ト技術 を始 め
、多 くの新技術が10年 以上以前 の国の支援 に よる研 究開発 に よっ

て生まれ た成果 に端 を発 してい ると主張 してお り、現状 は、過去 の蓄積 を食 いつぶ して

い るため、さらなる中長期研 究分野への研 究開発投資 を行 うべ きである と し、その よ う

な投資 を実行 してい る。

また、プロパテ ン ト政策 では、国の資金 による研 究開発 において産 まれた成果 は、政

府 が所有せず 、国防 目的な どの例外 を除 き、大学や企 業へ技術移転 し、商品化 す ること

を義務付 けている。 また、1980年 に施行 され たBayh-Dole法 な ど、研 究者 もm-一ーヤ リ

テ ィの一部 を得 るこ とを可能 とするな ど、特許やIPR取 得 のインセ ンテ ィブを与える施

策 を実施 してい る。

米 国では、省 庁 ご とに多少 の相違 はあるものの、国の基本方針 と して、国の資金 に よ

る研究 開発 の成果 は積 極的 に民 間へ技術移転す る とい う方針 が明確 に され てい る。

わが国の企業 も否応 な く米国のプ ロパテ ン ト政策の影響 を受 け、多額 の ライセ ンス料

を支払 ってい る。 したが って、IPRや ライセ ンスに関 しては、以前 に比べその重要性 の

認識 はきわめて高 く、従来 は、防衛 的に特許 を取得す るケースが多か ったが、最近 は、

よ り攻撃的 な立場か ら特許 を取得 し、米国な どの海外諸 国への特許 申請 も多 くな ってい

る。
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このよ うな企 業側 の認識 の高ま りが ある一方で、わが国の国の プロジェク トの仕組み、

法 ・制度 は、箱物作 りを想 定 してデザイ ン され た と思 われ る個所 があ り、成果物 として、

無形 の特許な どIPRの みのプ ロジェク トを設定 しに くい といわれてい る。また、成果の

帰属 も、委託や 請負 な どの制度 の違 いや、 日本版バ イ ドール 法 と呼ばれ る 「産 業活 力再

生特別処置法」が適用 され る場合な どで異 な り、一貫性 を欠 くわか りに くい もの となっ

ている。

本調査 では、わが国企業の技術貿易 の時代 に向けての問題意識や 具体的対策 、国のプ

ロジェク トにお けるIPRの 創 成やそ の商品化 につ いての仕組み ・法制度 に対 す る改革要

望 な どにつ いて調査 した。また、米 国のIPRの 創成 か ら、商 品化 に至 るまでの国の支援

やIPRの 移転 の仕組みな どを、特許 を中心 に調査 し、わが国 の仕組 み、法 ・制度 の現状

との比較 を行 お うとしている。

企業 に所属す る有識者に対す る ヒヤ リングによ り得 られた意見を第2章 にま とめた。

この中には、わが国の仕組み 、法 ・制度の現状 に対す る問題点の指摘 と、技術 貿易の時

代にむけての さらな る問題点指摘 の双方が混在 している。 ここでは、技術貿易の時代 に

向 けてのIPRの 創成 を行 う上での仕組み、法 ・制度のあ り方 に重点をおき、指摘 された

問題 点の うちのい くつかを選 び、議論 し、改革提言に結 びつ けて行 くこ とを試 み る。 こ

の よ うな問題 の議論は、今後 も続 け られ るべ きものであ り、本調査 はその第一歩である。

ここでは、IPRを 効率 よ く産み 出す ための研 究開発 のあ り方についての意 見、要望の

一部 を以下の分類で紹介す る
。

1)研 究開発の基盤的事項

一中長期 の工学的分野へ の国の投 資の増額

米 国で は、ITR&D計 画 を始 め、バ イオや ナ ノテ クな ど、 中長期の工学的テーマ

に多額 の投資 を行い、大学や 国研 において、将 来の産 業の技術 シーズ を産み出す

よ うな研究 を盛ん に行わせ 、研 究者集 団 を維持 し人材 育成 を行 ってい る。ITR&D

計画のみでも、5年 間で、$4.8B(約5,000億 円)で あ る。 近い将来、産業の中

核 とな りそ うな分野へ の集 中投資 に徹 して いる。

一方
、わが国の大 きな研 究投 資 と しては、科学技術基本 計画 があ り、平成13年

度 か ら17年 度までで、約24兆 円の投 資を 目指 して い る。 しか し、研究開発の母

体は大学 を中心 としてお り、工学的テーマ よ りもサイエ ンスの分野のテーマが多

くなる と予想 され る。 わが 国の大学が米 国の大学 の よ うな10万 人規模 の研 究プ

ロパー な研究者集団 を抱 える よ うにな るまでには、まだ時間が必要で あ り、当面

は企業 の基礎研 な どを強化 し、産業の技術 シーズ となるIPRの 産 出にあた らせ る

ことが得策 と考 え られ る。同時に産学連携 を強化 し、大学 のボス ドク と企業 の基

礎研 の研究者 間の交流 を促進 した り、イ ンター ンシ ップを盛 んにす る ことで、即

戦力の人材育成 を行 うべ きである。
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一省庁 の上 に立 ち
、省庁横 断的 に研究開発 の統合や 指揮系統 の調整 を行 う組織

わが国の研 究 開発や 、各省 庁 の調達に含 まれ る研 究開発 は省庁縦割 りであ り、米

国の よ うな類似 プ ロジェク トを一 ま とめ と して管理 して 、競争 させ た り、統合 し

た りして、投 資効率 を上げ るよ うな仕組み はない。この縦割 り、独立型の研 究開

発 の実施は、それ を受注す る企業側 に対 して も、内容 は同 じよ うな ものであ りな

が ら別個の もの として研究 開発 を行い、会計や成果 も分離す る とい う非効率 な構

造 を産み出す。今後、電子政府 の研究 開発の よ うな大 きなテーマが実施 され るこ

とを考 えると、米 国の よ うな省庁横 断的 に研 究開発 を管理す る組織が重要 とな る。

一先端研 究 にお け る実証実験 ので きるイ ンフラや環境 の整備

電子 政府 の よ うな大 きな社会 システムの研究 開発 を実施 す るためには、実証実験

を行 うに必要 な高速 の広域ネ ッ トワークや スーパー コンピュータ、実験用デー タ

のつまったデ ー タベースな どの実験環境 が必要 とな る。米 国では、各省庁は 、商

用 のネ ッ トワー ク とは別個の実験用ネ ッ トワー クを もっていた り、次世代 ネ ッ ト

ワー ク計画(NGI)な ども実験用 ネ ッ トワー クを提供 してい る。 わが国で もギガ

ビッ トネ ッ トワー クプ ロジェク トな どが行われ てお り、この よ うなプ ロジェ ク ト

で構 築 され たネ ッ トワー クをプ ロジェク ト終 了後、イ ンフラ として維 持 し、次に

続 くプ ロジェ ク トに提供す るな どイ ンフラの充実 を検討すべ きである。

一中小
、ベ ンチ ャー企 業の参入 しや すい市場の構 築

IPRの 商品化 、企業化 は、 当初はニ ッチな市場 を対象 に開始 され る ことが多 い。

米国では新 技術 を持 って新規 に市場参入 した中小 、ベ ンチ ャー企業 に対 しては、

連 邦政府調 達の30%を 優先 的に振 り向けるな ど、政府が率先 して新技術 の普及

に努 めている。 この よ うな仕組み がベ ンチャー企業 を育 て、ひ いては研 究者 の

特許取得や ス ピンオフのイ ンセ ンテ ィブ向上 につ ながって いる。わが 国の市場

は、政府調達 を含 めて大企業優先 の傾 向が強 く、技術貿 易 の時代 に向けて、再

検討 の必要性 が ある と考え られ る。

2)IPRの 創成 に向けた研究開発の仕組み に関す るもの

一研 究計画(プ ロジェ ク ト)策 定時 に
、 目標 、位置付 け、成果 の形態、応用範 囲な

どの議論 を公 開の場 で徹底 して行 い、プ ロジェク トの姿を明確化 してお くべ き。

米国で は、新 しい研 究開発計 画を策定す る場合は、そ の内容 を どのよ うな もの と

す るか を、大学 、国研 、企 業の研 究者 に問 いか け、研究者 はその問いかけに対 し

て、興味 を同 じくす る ものが 自由に集 ま りコンファ レンスを開催 し、プ ロポーザ

ル を返す。 この よ うなプ ロポー ザル を元に、担 当省 庁のPM達 は、研 究計画の内

容 を順次決定 し公表 してゆ く。このため、最終的 な研 究計画 が出来上 が り、その
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計画への公募 が行 われ る時点 では、多 くの関連 分野の研 究者 は、その計画 の 目標

や期待 され る成果 、研 究期 間 な ど、その詳細 を知 るこ とが できる。わが国におけ

る研究開発 計画の策定や公開 の手順 はあま り明確 ではない。今後、IPRの よ うな

無形で、縞物作 りと比べわ か りにくい 目標や成果 の内容 を持 つ計画 を受託希望 の

研究者に正確 に伝 えるた めには、米国の よ うなオープ ンな計画策定の仕組み を整

備すべ きで ある。

－PMに 代表 され る専 門家 のプ ロジ ェク トの運営
、評 価へ の投入

米 国の研究開発 計画の 中で実施 され る多数 のプ ロジェ ク トは、各省庁 に所属 す る

研 究の専門家で あるプ ログラムマネ ージャ(PM)が その実施 を一元管理 し、プ ロ

ジェク トの受 け側の研究者 は、その研 究の遂行 の全般 に渡 りPMと 交渉 し合意す

ることで、目標の変更 はも とよ り、予算費 目の変更な ど、迅 速に対処 で きる。研

究開発成果が 、新技術 を含 む ソフ トウェアの よ うな場合、その成果物 を作成す る

方法 と して、従来 ある もの を基に拡 張、追加 して作 った り、既存の もの をつ ぎは

ぎ して作 るな どの場合 が ある。PMは 本来開発すべ き技術 の本 質を理解 で きるこ

とか ら、研 究の受託者 は余計 な説明 をす るこ とな く、そ の方法 の可否 を議論で き

る。成 果が、特許 の よ うなIPRと なった場合 、 目標 が達成で きたか否 か、また、

その価値 は どの よ うな ものかの評価 は、目標 とす る技術の本質 のほか、その技術

の将来性 な どに関す る理解 も求 められ る。わが国のプ ロジェク トでは、ファンデ

ィングす る側 の管理責任者 が専門の研 究者 でない こと、お よび、米国のPMの よ

うに人、物 、金に関す る全面 的権 限を持 たない ことか ら、受 け側の研究者の負担

が極めて大 きい。研 究 目標 の 変更や予算の費 目変更 な どに関 して迅速 な対応 がで

きないのが現 状であ る。 この よ うな状 況のままでは、IPRを 成果 とす るよ うなプ

ロジェク トの管理や評価 を迅速 に行 うこ とは さらに難 しく、対応策の検討 が求 め

られ る。

一実証実験 のでき る仕組 み
、制 度 の確 立

電子政府 な どの大規模 な社会 システ ムの研究 開発 にお いては、実際に実験 してみ

ない と、最適 な仕様や性能 がわか らない部分 が数 多 く生 じる。この よ うな未 知の

部分の明確 化 を行 う上で実証 実験 は重要 な手段 である。また 、同時に、新 しい ビ

ジネスモデル な どIPRを 産み 出す手段 ともな る。しか し、わが国の研 究開発の仕

組み、法 ・制度の現状 では、成 果物 として、箱物 も しくは これ に準 じた ドキュメ

ン トの類が求 め られ る場合 が多い。これ も発 注側に技術内容 を評価 で きる研 究の

専門家不在が原因 と思われ るが、実証実験 は、特許 な どIPRを 産み出す上で も重

要 な手段で あ り、研究者 に負 担 をか けずスムースに実証実験が できるよ うな仕組

みを確立す る ことが求 め られ る。

12



一情報公 開、競争 の徹底

特許 、ノウハ ウな どのIPRは 、先端 的 となるほ ど、その内容や価 値がわか りに く

くな る。その よ うなIPRの 評価 は、類似 のIPR同 士の比較や、実際にそれが商品

化 された ときの市場価値 で決 め るのが最 善の方法であろ う。 このために は、IPR

が権利 化 され たあ と、きちん とその 内容やそ の時点の評価結果 を公 開 し、大勢の

目に よ り、そ の最終的 な価値 が どの よ うであったかを確認 できるよ うに してお く

こ とが重要で ある。米国においては、国の資金 によるプ ロジェク トの成 果は、軍

事研 究な どの例外 を除 き、公開が義務付 け られてい る。わが 国にお いて も、近年 、

行政情報の公 開が進んで きてお り、研究 開発 の内容や成果 について も、IPR重 視

の時代の到来 を見越 して、米 国のよ うな公 開義務 を課すべ き と思 われ る。

一国際標準化

特許 な どIPRの 市場におけ る価値 は、それ を利用 した商品が世界市場 にお いて大

きな シェア を占め、デ ファク トスタ ンダー ドとなるこ とで最大 とな る。 また、国

際標 準 をISOな どの組織で各国の代表が集 ま り決定してい る。このよ うな標準化

活動 につ いて も、国 としてのバ ックア ップす ることが望 ま しい。

3)IPR創 成 に向けた法 ・制度に関す るもの

－IPRの 帰属 の明確 化 とその商品化 の主体 の明確 化

特許や ノ ウハ ウな ど、それ ら自身 がライセ ンス と して商品の ごとく扱 われ るこ と

が増 えてきた。米国では、国の予算に よる研 究開発成果 は民間 に帰属 させ 、商品

化 した り、それ 自身 を商品 とし、企 業の利益や競争力の確保 に活用す る ことを、

国の大方針 として明確 に宣言 してい る。企業 は、国の予算で行 った研 究開発成果

で あっても、まった く国の意 向を気 にせずIPRを ビジネスに利 用で きる。わが国

にお いては、国のプ ロジ ェク トの成 果の帰属 に関 しては、一貫 した方針 がない。

研究 開発 も従 来は、委託制度 に基づ いて行 い、成果 は全面的 に国に帰属す る規則

であった。また、請負制度や補助金制度が あ り、IPRの 帰属が異な る。ところが 、

2000年10月 に産業活力特別 処置法が成 立 し、委託制度 に基づ く研 究開発 の成果

も企業 に帰属 させ ることができるこ ととなった。 しか し、現在 の ところ、プ ロジ

ェク トによ り用い る制度 が異 なる場合 があ り、わか りに くい状態 にある。わが国

も、米 国の よ うに企業に帰属 させ ると同時に商品化の義務 を負わせ、そ の義務 を

果 た さなかった場合 は、IPRを 商品化 を希望す る他の企業へ移転す るか、商品化

希望 がない場合 は公 開 して しま うといった、明確 な方針 が欲 しい ところであ る。

一研 究者 のIPR取 得 のイ ンセ ンテ ィブ付与 と特許 な どの申請 、取得サー ビス

研 究者 に とって特許 な どの取得 は必 ず しも重要ではない。特 に、わが国の大学に
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おいて は昇格 に対 して論文数 は必須 の条件 だが、特許 な どIPRは 評価 に含 まれ な

いのが普通 である。特許 を とって も売れ そ うもない場合 も多 く、大学 の研 究者 に

とっては雑用 が増 えるだけ とい うことになって しま う。わが国の大学 にお いて も、

IPRは 研 究者 に帰属す ることとなったが、特許 の申請事務 の代 行や 、特許 の企業

へ の移転 の橋渡 しを行 う人材 が不足 してい るのが現状 である。米国のTLOは 、歴

史 もあ り、このよ うな機能 も強化 され ている。わが国において も、同様 の努 力を

すべ きであ ろ う。

一産学連携研究 開発 の促進 な どを通 しての人材 育成

わが国の情報 技術 の専門家 、 もしくは、研究者 の数は、米 国な どと比べて、2桁

近 く少ない といわれてい る。大学 において も、情報関連の学科 を増や そ うとして

も、教 える先生 を確保 する ことが困難な状況であ る。一方、企 業の側か ら大学 を

み る と、実際 に企業 の ビジネ スに直結す る研究 を行 ってい る先生は まれで、大学

を人 の供給源 としか見てい ない。 しか し、近年、企業 もグローバル コンペテ ィシ

ョンに さらされ 、従 来、行 って きた よ うな企 業内部 での人材 育成 を実施す る余裕

がな くなってきている。このため、大学での教育や プ ログラ ミングな どの訓練 の

実施 を求 め、即戦力の学生 を得 るこ とを望む よ うにな ってきた。そ して、このよ

うな教育や 訓練 に必要 な人材 を企業側 か ら派遣す るこ とも考 えて いる。大学 にお

け る研 究か ら、企業 が求める技術 シーズが得 られ るためには、大学 の さらな る改

革 が必 要であ ると思 われ る。 したが って、その前段階 と して、人材育成 を 目的 と

す る産 学連携 を行 うことが得策 であろ う(平 成11年 度 本報告書1.2企 業の

目か ら見たわが国の大学、国研)。

4.ま とめ と提 言

情報革命 が世界中 に波及 し、情報関連産業 は もちろんだが、他 の産業 も情報技術 を活

用す るために、その姿 を変えっっあ る。保 守的 と言 われた銀行 も、イ ンターネ ッ トバ ン

キ ングを正面 に据 え、コンビニ と組 んで ビジネスを展 開 し、さらに規模拡 大のた め合併、

吸収 を繰 り返 してい る。今や主要 な銀行 のほ とん どが名前 まで変 えて しまった。一昔前

には想像 できない よ うな変化であ る。その 中で、ほ とん ど変化 しなかった ものは、国の

制度だ ったのではないだろ うか。

わが 国の情報技術 の研究開発投 資が、情報産 業、特に ソフ トウェア産業 の発展 や競争

力強化 に貢献 を していないのは なぜ か、また、それは、国の研究開発の仕組み 、法 ・制

度の どこに問題 があるのか、とい う疑 問に対す る回答 を求め、約4年 間に渡 り調査研究

を行 って きた。
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その結果 、問題 はい ろい ろあるが、 「最 も大 きな問題 は、研 究開発 の実施上 の仕組み

や会計制度 のよ うな法 ・制度が、ソフ トウェア技術 で特徴付 け られ る先端的情報技術 と

ミスマ ッチ を起 こ していたか らだ」とい うことが明 らか となった。わ が国の研 究開発 の

仕組みは、キャ ッチ ア ップ時代にで きあがった ものがそのまま生 き残 ってお り、会計制

度は、箱物作 りを標 準 として設計 された制度が これ またその まま生 き残 ってい る。

本文 中です でに何度 も述べたが、仕組み の問題の代表 は、米国のPM制 度の よ うな専

門家 を置 かないプ ロジェク トの管理 、評価 の仕組み であろ う。建物や橋 な どであれば、

できあが った物 を見 る ことができ、そ の分野 の専 門家 でな くとも多少 の素養 があれば、

大筋の評価 は可能 であ ろ う。しか し、ソフ トウェア技術 の よ うな抽象 的論理構造 の差異

に技術 の特徴 があ る無形 の ものは、専 門家以外 では、その評価 はきわめて困難 であ り、

場合 によっては、初歩 的な理解 さえ困難 である。多分、ソフ トウェア以外 の先端技術 は

今後 ほ とん どが同様 の性 格 を持つ もの と思われ る。バ イオテクノ ロジー また しか りであ

る。

米国 では、専門家 であ るPMが 、予算 を握 り、研究開発の実施内容 を監督 し、評価 し、

成果 の扱 いを決め る。 これ に対 して、わが国では、行 政官が この任 にあた る。 しか し、

その権 限は、PMに 比べ格段 に小 さい。会計制度や成果 の管理 にかかわる権限の多 くは、

財務省(大 蔵省)が 握 ったままであ り、現場の研 究者 どころか担 当省庁 の行政官 の権 限

も限定 され てい る。

ソフ トウェアの よ うな思考 の産物は変更が極 めて容 易である。製造 の手間はほ とん ど

かか らないか ら、技術 の進 歩は急速で、新 しい商品が どん どん出て くる。研 究開発 は、

その よ うなめま ぐる しい変化 の中で行われ る。研 究開発 の現場 では、当然、研 究 目標や

研 究のアプ ローチ、ス ケジュール、研 究担 当者 な どを、環境の変化に合わせ て素早 く変

えなが ら作業 を進 め る。

この よ うな状況で は、研 究計画書 な どの事務的 ドキュメン トの変更は最 小限 と し、研

究開発 の本 質的な作業 に研 究者 のパ ワー を注力す るのが得策である。米国の仕組 みはそ

の よ うにな ってお り、専門家であ るPMに 電子 メール で連絡 し変更の承認 を得れ ば よい。

予算の使途 変更 を含 め、す べて簡素化 している。一方 、わが国では、変更は常にか な り

の事務 処理 を伴い、予 算に係 わ る場合 は さらに説明が大変で あ り、研究者は多大 の労 力

をそれ に浪費す る。

会計制度 につ いて も ミスマ ッチがある。研 究開発費用 のほ とん どは箱物 にかか る費用

で あ り、人件費は十分 に少 ない とい う前提 に立 ってい る。 したが って、国は直接 費分 し

か支払わ な くとも、受 け側 は十分 メ リッ トがある とい う想定で あろ う。 しか し、ソフ ト

ウェアの研 究 開発 では、コン ピュー タが安価 となった今 日、費用 のほ とん どは人件 費で

ある。これ では体力 の弱い ソフ トウェアハ ウスな どは、通常の方 法では国の研 究開発 に

参加す る ことは困難 で あろ う。

米国 を見 る と、各企業 の会計規則 をそのまま国のプ ロジェク トの会計 に適用 して よい
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こ とにな ってお り、当然 、人件費 につ いて も国は間接 費分 も負担 して くれ る。 この違い

は きわ めて大 きい。PM制 度 と有無 と企業会計 を認 め るか否 かの違 いだけで、 日米の研

究開発競争 の勝敗 は明 らかで ある。

米国は産業 の建て直 しを試み 、情 報産業 を米 国の産業の新 しい柱 と決 めた ころか ら、

研 究開発 の仕組み、法 ・制度 を ソフ トウェアや 先端情 報技術 に適合 す るよ う進 化 させて

きた。わが国は、キャ ッチア ップ戦 略の成功 が もた らした束の間の繁栄 に酔 い しれ てか、

仕組み 、法 ・制度 の改革 を忘れ て しま った よ うで ある。そ してその状態は今 日まで続い

て いる。

情報革命 は、そ の第一段階 が終 わ り、米 国の情報 産業は選別 の時代 に入 り、株価 も

一時 のブー ムが去 り
、勝 ち組、負 け組 も決 まって きた よ うであ る。情報産業は、米国の

プ ロパテ ン ト政策 のシナ リオ通 りに、特許 を中心 とす るIPRを 商品 とす る技術貿易 の時

代 に入 りつつある。特許 の範囲 を拡 大す るな どして、多 くのIPRや ノ ウハ ウを抱 え込 ん

だ米国は きわめて有利 な立場 にあ り、情報革命 の先行者利益の蓄積 を中長期 の研 究開発

に投 じ、再び、バイオやナ ノテ クな どの新 分野でのIPRの 先行取得 を狙 ってい る。

この よ うな時代 の到 来に対 して、わ が国 は研究 開発の仕組 み、法 ・制度 に関 して、ど

の よ うな対抗策 を講 じるべきであろ うか。これ が、今年度 か らの調査研 究のテーマであ

った。

調 査は まだ始 まったばか りであ り、明確 な結論 は まだ出てはいない ものの、IPRを 効

率 よ く産み出すための仕組 み、法 ・制度 のポイ ン トの一つは、上 で述 べた ソフ トウェア

技術 の研 究開発において重要であったPM制 度 であ る。 付加価値 の高いIPRを 発掘す る

た めには、PMは その選 別能力 に磨 きをかけ、研 究対象 とな ってい る技術 の将来の市場

価値 まで見通す こ とが求 め られ る。

IPRと い うソフ トウェアよ りも さらに抽 象的で形のない ものを どの よ うに取 り扱 えば、

高 い市場価値 を持つ よ うにな るか を考 え、それ を仕組み 、法 ・制度 に反映 させ る ことも

必要 であろ う。 ソフ トウェア同様 、長 く持 ち続 けれ ば陳腐化 して しま う。売れ ない もの

は、 どこかで公 開 して しま うほ うが よい場合 も多 く、柔軟な扱 いが必要 である。

この問題 は、わが国では国有財産 の管理に係 わ る問題 であ り、ソフ トウェア成果 の扱

いについて も十分 な法 ・制度改革 に成功 していないわが国に とって は、さらな る難 問 と

な ることが予感 され る。

わが国が当面なすべ きことは何 で あろ うか。

まず第一は、会計制度 をでき るだ け企業会計 に近 い ものへ と変 えて、無理 な持 ち出 し

な しで国の研 究開発 の参加 できる よ うにす るこ とであろ う。産学連携 のプ ロジェク トに

おいて も、従来、産業側は、この人件 費の持 ち出 しがネ ック とな り、優 秀な人材 を出せ

なか った と聞いてい る。会計制度 の改善は、産学連携 を本来の姿 とし、ボ ス ドク研究者

の ポジシ ョン確保や企業の基礎研 の再生 を可能 にす る と思われ る。この よ うな仕組み を

機能 させ るこ とで人材 を育成 し、PMと な る人材や、教育 の義務 のない研 究専 門職 の集
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団 を大学に形成す る ことができ ると考え られ る。

これがで きれ ば、 フ ァンデ ィングす る省庁 は、PM制 度 を導入 し、大学 の研 究専門職

の集団 に、中長期テーマ の研 究開発 を行わせ 、産業のシーズ とな る技術 の蓄積やIPRを

産み出す こ とが できる ことにな る。

以上の よ うな仕組 み 、法 ・制度 は、米国な らず とも、フ ロン トランナ ー と して研 究開

発 を実施 しよ うとす る国は、必ず持たねばな らない もので ある。わが国は、一度 めは米

国 な どが作 り出 した産業の技術 シーズや 商品を コピー し、性能 と価格面 で勝 るものを製

造 して富 を得たが、今度 は、仕組 み、法 ・制度 のよい点 を コピーす るとい う制度面 の、

キャ ッチア ップ を 目指 さねば な らない。それ は、ま さに真 の フロン トランナー とな るた

めの道で もあ る。

そ して、や り方は ど うで あれ 、市場構造 も変革 し、中小 、ベ ンチャー企 業が多 く産 ま

れ成長す るダイナ ミックな産業構造 を作 り上 げねばな らない。変化 を止 める ことは追 い

越 され、富 を失 うこ とであ る。 米国では、 「全ての大企 業 もかっては小企業 であった」

と言い、中小 、ベ ンチャー企業 の育成 を支援 している。わ が国 にもその よ うな考 え方 に

立 った仕組 み、法 ・制度 が必要 な時代 が到来 したのであ り、既得権 に とらわれ ない国 を

あ げての努 力 を開始すべ きであ る。

1
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